
安芸高田市議会政務調査費の交付に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、安芸高田市議会政務調査費の交付に関する条例（平成 17 年条

例第 22 号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会派の届出） 

第２条 政務調査費の交付を受けようとする会派の代表者は、市長に対し、議長を経

由して会派結成届（様式第１号）を提出しなければならない。 

２ 前項の届出をした会派の代表者は、当該結成届の記載事項に変更があったときは、

市長に対し、議長を経由して会派異動届（様式第 2号）を提出しなければならない。 

（交付申請） 

第３条 政務調査費の交付を受けようとする会派の代表者は、毎年度、市長に対し、

議長を経由して政務調査費交付申請書（様式第 3 号）を提出しなければならない。

また、申請した事項に異動が生じたときは、市長に対し、議長を経由して政務調査

費交付変更申請書（様式第 4号）を提出しなければならない。 

２ 会派を解散したときは、当該会派の代表者であった者は、市長に対し、議長を経

由して会派解散届（様式第 5号）を提出しなければならない。 

（交付決定） 

第４条 市長は、毎年度、前条の規定により申請のあった各会派について交付すべき

年間分の政務調査費の額を決定し、当該各派の代表者に政務調査費交付決定通知書

（様式第 6号）又は政務調査費交付変更決定通知書（様式第 7号）により通知する

ものとする。 

（交付請求） 

第５条 会派の代表者は、市長に対し、政務調査費の交付決定通知書を受け取った日

から 7日以内に政務調査費交付請求書（様式第 8号）を提出するものとする。 

（使途基準） 

第６条 条例第 5条に規定する政務調査費の使途基準は、別表の左欄に掲げる項目ご

とに概ね同表の右欄に掲げるとおりとする。 

 （報告書の提出） 

第７条 条例第 7条第 1項に規定する報告書は、政務調査費収支報告書（様式第 9号）

とし、提出の際には政務調査費実績報告書（様式第 10 号）を添付するものとする。 



 （収支報告書の写しの送付） 

第８条 議長は、条例第 7条第 1項の規定により提出された収支報告書の写しを市長

に送付するものとする。 

 （会計帳簿等の整理保管） 

第９条 政務調査費の交付を受けた会派の経理責任者は、政務調査費の支出について

会計帳簿を調製するとともに、領収書等の証拠書類（写し）を整理し、これらの書

類を当該政務調査費に係る収支報告書の提出期限の日から起算して 5 年を過ぎる

日まで保管しなければならない。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



別表（第６条関係） 

  政務調査費使途基準 

項  目 内          容 

研究研修費 会派が研究会及び研修会を開催するために必要な経費，又は会派の

所属する議員等が他の団体の開催する研究会及び研修会に参加する

ために要する経費 

（会場費，講師謝金，出席者負担金，会費，交通費，旅費，宿泊費

等） 

調査旅費 会派の行う調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調査に

要する経費 

（交通費，旅費，宿泊費等） 

資料作成費 会派の行う調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費 

（印刷製本代，翻訳料，事務機器購入，リース代等） 

資料購入費 会派の行う調査研究活動のために必要な図書，資料等の購入に要す

る経費 

広報費 会派の調査研究活動，議会活動及び市の政策について市民に報告し，

PR するために要する経費 

（広報紙，報告書印刷費，送料，会場費等） 

広聴費 会派が市民からの市政及び会派の政策等に対する要望及び意見を聞

くための会議等に要する経費 

（会場費，印刷費，茶菓子代等） 

人件費 会派の行う調査研究活動を補助する職員を雇用する経費 

事務所費 会派の行う調査研究活動のために必要な事務所の設置及び管理に要

する経費 

（事務所の賃借料，維持管理費，備品，事務機器購入，リース代等）

その他の経費 上記以外の経費で会派の行う調査研究活動に必要な経費 

 

 

  

 


